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は じ め に 

 
 地球環境問題への対応や循環型社会の形成を始めとした今日の環境問題を解
決し、「持続可能な社会」を実現していくためには、国、地方公共団体、事業者、
国民、民間団体といった社会のあらゆる主体がそれぞれの役割を発揮し、自ら
の行動をより環境への負荷の少ないものへと変えていくとともに、既存の社会
経済システムを変革し、環境配慮の組み込まれたものにしていくことが必要で
す。これを産業活動の面から見ると、環境と経済の統合を図るため、あらゆる
産業活動へ環境配慮の組み込みを目指すと同時に産業活動そのものを環境問題
の解決に資するようなものへと変えていく、産業のグリーン化が求められてい
ます。 
このような考えは、政府部内でも共通の考え方になっており、内閣総理大臣

主催の「21 世紀「環
わ

の国」づくり会議」では、従来型の社会経済システムを変
革し、経済活動で使用される資源はできるだけ少なく、かつ循環的に使用する
とともに、経済発展の内実を量的拡大から質的向上に変えていくべき等活発な
議論が行われ、平成 13 年 7 月 10 日に、企業の環境経営の促進、地域からの環
境産業革命、環境制約を新たな成長要因に転換する技術開発等について提言が
なされました。 
 また、経済財政諮問会議が取りまとめ、平成 14 年１月に閣議決定された「構
造改革と経済財政の中期展望」では、循環型経済社会に向けた対応により、民
間の技術開発や製品開発の活発化、新たなビジネスモデル形成が促され、新規
需要や雇用が創出されるとともに、環境問題への対応から生まれた日本の技
術・ノウハウ・製品等が、世界のモデルとなり得ることが述べられています。 
 さらに、平成 14 年版環境白書では、環境負荷の少ない社会経済システムの構
築に向けて市民・企業の取組が大きく変化し、環境関連の市場が拡大している
との分析を行い、持続可能な社会づくりが動き始めているとの認識を示してい
ます。 
こうした動きを踏まえて、環境省では、環境ビジネスに関連する企業等の経

営トップの方々より、環境ビジネスの実情や環境ビジネスを普及促進して行く
ための課題や行政に対する期待について、率直な意見や提案をいただき、今後
の環境ビジネスの一層の促進策を検討することを目的として、平成 14 年４月か
ら「環境ビジネス研究会」（座長 山本良一 東京大学国際・産学共同研究セン
ター長）を設置し、環境大臣以下環境省関係者の出席により、6回にわたり研究
会を開催し、15 社から貴重な意見や提案をいただきました。 
 この報告書は、これらのヒアリングを踏まえた環境ビジネスの促進方策につ
いての検討結果を取りまとめたものです。環境省としては、今後この成果を踏
まえて、環境ビジネスの一層の促進、ひいては環境と経済の統合に向けて、具
体的な施策の展開を図っていきます。 
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第１章 環境ビジネスの意義と現状 

 

１． 環境ビジネスの意義 
産業活動を通じて、環境保全に資する製品やサービス（エコプロダクツ）を

提供したり、社会経済活動を環境配慮型のものに変えていく上で役に立つ技術

やシステム等を提供しようというのが環境ビジネスです。 

環境ビジネスは、環境保全への取組の積極性や事業内容から見て日本の経済

社会構造をグリーン化する大きな推進力となると同時に、環境に優しい製品や

サービスの活用を通して、人々のライフスタイルそのものをより環境負荷の少

ない持続可能なものへと変えていく可能性を開くものです。 

環境基本計画においても「環境ビジネスは、各主体の環境保全のための取組

の基盤の整備に資するものとして、環境への負荷の少ない持続可能な社会の形

成に重要な役割を担うものであり、積極的な展開が期待される。」と述べられて

おり、環境ビジネスの振興・発展は、環境への負荷の少ない持続可能な社会の

実現を目指す上で、極めて重要な役割を果たすものと言えます。 

さらに、環境ビジネスは、現在低迷している我が国の経済の活性化を図り、

国際競争力を強化すると同時に雇用の確保を図る上で大きな役割を果たすもの

でもあります。こうした認識から、本年６月の経済財政諮問会議の経済活性化

戦略においても、環境ビジネスの振興が大きな柱の一つとして位置付けられ、

政府全体としてその積極的な推進を図ることとされています。 
 

２． 環境ビジネスの現状 

（１） わが国におけるエコビジネスの市場規模調査（平成 12 年） 

環境省では、平成 12 年に“The Environmental Goods & Service Industries

（OECD,1999）”のエコビジネスの分類に従い、平成 9 年及び平成 22 年のエコ

ビジネスの市場規模及び雇用規模について調査を行いました。  

ここでいうエコビジネスは、「『水、大気、土壌等の環境に与える悪影響』と

『廃棄物、騒音、エコ・システムに関連する問題』を計測し、予防し、削減し、

最小化し、改善する製品とサービスを提供する活動」から構成されるものであ

り、この調査では、これらエコビジネスに該当すると考えられる各ビジネスに

ついて、各種データより平成 9 年の市場規模を算出するとともに、過去のトレ

ンドや廃棄物減量化目標などの政府計画などから平成22年の市場規模を推計し

ました。 

雇用規模については、各種データから各業界の労働生産性（金額／人）を推

計し、それぞれの市場規模に労働生産性の逆数を掛けて算出しました。 
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その結果、エコビジネスの市場規模は、平成 9年現在 24 兆 7 千億円で、わが

国の国内生産額の２％強を占めることが分かりました。また、平成 22 年時点の

将来予測としては、40 兆 1 千億円に達し、年平均伸び率 3.7％の成長産業にな

ると推計されました。中でも循環型社会を支える廃棄物処理・リサイクル関連

ビジネスが約 50％を占めることが注目されます。  

 また、雇用規模については、平成 9 年では 69 万 5 千人であり、平成 22 年時

点では 86 万 7 千人に増加するという推計結果が得られました。 

燃料電池自動車など当時から将来的な技術開発及び普及が期待されつつもデ

ータが不足していた分野については、この調査では推計していません。さらに、

近年のエコビジネスの急速な広がりを考慮すれば、市場規模及び雇用規模はさ

らに大きくなると予想されています。このため、環境省では、エコビジネスの

市場規模について新たな試算を今年度において実施し、その結果を広く公表す

る予定です。 

 

表１ エコビジネスの市場規模及び雇用規模の推計結果 

  平成９年 平成 22 年 年平均伸び率(％) 

市場規模（億円） ２４７，４２６ ４００，９４３ ３．７ 

雇用規模（人） ６９５，１４５ ８６７，００７ １．７ 
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表２ わが国のエコビジネス市場規模の現状と将来予測についての推計 
 

市場規模（億円） 雇用規模（人） エコビジネス 
平成9年 平成22年 平成9年 平成22年 

A.環境汚染防止 142,140 188,430 311,258 340,350 
装置及び汚染防止用資材の製造 13,475 17,860 22,346 21,893 

1.大気汚染防止用 3,052 3,660 4,826 4,286 
2.排水処理用 9,824 10,828 15,550 12,593 
3.廃棄物処理用 89 387 201 611 
4.土壌、水質浄化用(地下水を含む) 15 2,408 24 2,962 
5.騒音、振動防止用 142 104 254 145 
6.環境測定、分析、アセスメント用 352 473 1,491 1,295 

 

7.その他 － － － － 
サービスの提供 86,098 103,607 246,005 256,139 

8.大気汚染防止 － － － － 
9.排水処理 9,569 12,111 8,575 7,991 
10.廃棄物処理 73,904 85,202 226,174 231,496 
11.土壌、水質浄化(地下水を含む) 356 3,225 1,290 5,223 
12.騒音、振動防止 － － － － 
13.環境に関する研究開発 － － － － 
14.環境に関するエンジニアリング － － － － 
15.分析、データ収集、測定、アセスメント 2,197 2,186 9,517 9,469 
16.教育、訓練、情報提供 21 348 133 806 

 

17.その他 51 534 316 1,154 
建設及び機器の据え付け 42,567 66,964 42,906 62,318 

18.大気汚染防止設備 0 59 0 72 
19.廃水処理設備 33,942 57,884 30,515 52,040 
20.廃棄物処理施設 7,196 6,421 11,107 7,868 
21.土壌、水質浄化設備 － － － － 
22.騒音、振動防止設備 1,429 2,599 1,285 2,337 
23.環境測定、分析、アセスメント設備 － － － － 

 

 

24.その他 － － － － 
B.環境負荷低減技術及び製品 
（装置製造、技術、素材、サービスの提供） 

2,256 5,464 3,516 8,774 

1.環境負荷低減及び省資源型技術、プロセス 0 2,500 0 5,747  
2.環境負荷低減及び省資源型製品 2,256 2,964 3,516 3,027 

C.資源有効利用 
（装置製造、技術、素材、サービス提供、建設、機器の据え付け） 

103,031 207,049 380,371 517,883 

1.室内空気汚染防止 － － － － 
2.水供給 288 1,051 337 1,710 
3.再生素材 37,451 88,506 87,081 169,119 
4.再生可能エネルギー施設 1,690 7,109 6,302 11,946 
5.省エネルギー及びエネルギー管理 7,560 24,949 12,619 25,777 
6.持続可能な農業、漁業 － － － － 
7.持続可能な林業 － － － － 
8.自然災害防止 － － － － 
9.エコツーリズム － － － － 

 

10.その他(自然保護、生態環境、生物多様性等) 56,041 85,434 274,032 309,330 
総  計 247,426 400,943 695,145 867,007 

注１：Ａの中で「装置及び汚染防止用資材の製造」と「建設及び機器の据え付け」とに分けて
推計することが困難であるものが存在する。そこで、装置単体のみ発注されると考えら
れるものは「装置及び汚染防止用資材の製造」に、プラントとして発注されると考えら
れるものは「建設及び機器の据え付け」に分類した。 

２：データ未整備のため「－」となっている部分がある。 
３：平成 9 年の市場規模に関して、一部、平成 8 年のデータを使用しているものがある。 

資料：環境省 
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（２） 企業の取組の変化 
 近年、企業の環境に関する考え方

は、環境に関する取組を社会貢献の

一つではなく、企業の最も重要な戦

略の一つとして位置付けるなど、よ

り積極的なものへと変化していま

す。 

 こうした変化の背景として、

ISO14001 認証取得の広がり、環境報

告書・環境会計の取組の普及、グリ

ーン購入の進展などが進んだ点を

挙げることができます。環境マネジ

メントシステムの国際規格である

ISO14001 について、わが国における

認証取得件数は、平成 14 年 6 月末

現在で約 9 千件となっていますが、

これは、企業経営者に環境保全の取

組について考える機会を提供し、ト

ップダウンの意識改革をすすめる

契機となるものです。 

 また、グリーン購入に取り組む団

体数やエコプロダクツの販売額の

増加により、製品やサービスの供給

者となる企業においてもグリーン

調達が実施されるようになってき

ているほか、グリーンコンシューマ

ーと呼ばれる環境に配慮した商品

や店を選ぶ消費者や、投資を行う際

に企業の環境配慮行動を考慮する

グリーンインベスターといわれる

投資家が現れ始めたことも、企業の

環境への積極的な取組を促すこと

につながっています。 

さらに、最近の「地球温暖化対策

の推進に関する法律」等の法制度や

計画などの中には、企業の自主的な

図１ ISO14001 審査登録件数の推移 

図２ 環境に配慮した商品の販売額の増
加状況（１,２年前に対し） 
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環境保全活動を積極的に位置付け

たものも多くあり、これに対応した

ビジネスが見られるようになった

ことも挙げることができます。 

 このように、企業を取り巻く市場、

市民、政府の意識や取組の変化とい

ったさまざまな要因により、確実に

環境とビジネスの関わりが深まっ

ており、企業自らの考え方や具体的

な取組が大きく変化し、環境ビジネ

スの市場規模の急激な拡大が期待

されます。 

図３ 消費者団体の関心事項 
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第２章 環境ビジネスの振興策 

 

 環境ビジネスは、環境への負荷の少ない持続可能な社会作りにつながると同

時に、経済面でみても新たな技術革新や雇用創出につながり、我が国の経済活

性化・国際競争力の確保に資するものです。このように、環境ビジネスは、環

境と経済の統合を図る上で、その中核的役割を担うものです。こうした認識の

下、これまで６回にわたって「環境ビジネス研究会」で議論進めてきたところ

であり、その結果を踏まえ、環境省として積極的な施策展開を進めます。 

 

１．環境省のこれまでの取組 
環境ビジネスは、環境負荷の少ない持続的発展が可能な社会の構築に資する

とともに、今後の主要な成長分野の一つと見込まれる分野であり、日本経済の

活性化、新たな雇用の創出の切り札にもなり得るものです。 

環境政策の進展は、多かれ少なかれ、それに対応した新たなビジネスチャン

スにつながるものであり、環境規制の強化や助成等の促進施策の実施等これま

での環境省の取組は環境ビジネスと様々な関わりを持ってきました。例えば、

1970 年代の自動車排ガス規制の強化に対応した技術開発により、我が国の自動

車業界における環境対策技術も飛躍的に進展し、国際競争力の強化につながっ

たところです。また、最近では、廃棄物・リサイクル行政の進展に伴い、循環

型産業が急速に拡大していることも例にあげられます。 

このほか、産業活動の主体である企業等の活動に環境配慮を織り込んでいくた

め、事業者の自主的な環境保全活動の促進事業として、環境マネジメントシス

テム規格の普及、環境会計システムの確立、環境パフォーマンス指標の確立、

環境報告書の普及、環境活動評価プログラムの普及等を展開しています。近年

は、個別産業のグリーン化に焦点を当てた検討も進めており、昨年度は、金融

業界における環境配慮行動に関する調査研究を実施しました。 
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公正・透

明な競争

の下での 

自主的な

取組 

 

環 境 マ ネ ジ

メ ン ト シ ス

テム 

 

 

環境報告書 

(ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ、ｼﾝﾎﾟｼﾞｳ

ﾑ開催、ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ等）

 

環境パフォーマンス評価 

（ガイドライン） 

 

環境会計 

(ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ、支援ｼｽﾃﾑ等） 

 取組状況の情報開示 体制・手続等 取組状況の把握・評価 

中小企業 

個人事業所等 

取組

 

取組主体 

消費者 

グリーン購入 

投資家 

グリーン投資 

 

 

 大企業等 

今日の環境問題

の解決のために

は、環境保全に資

する事業者の自

主的な取組の促

進が必要 

 

自主的環境活動評価支援事業 

（環境活動評価プログラム） 

事 業 者の 自主

的 な取組 の促

進のためには、

体制整備 

把握・評価 

公 表 

の ３つの 要素

の整備が必要 

把握･評価の仕組み 

把握･評価の指標 

情報提供の方法 

小規模事業者向けの簡略版 

基盤整備 

体制整備 把握・評価 公  表 

図４ 事業者の自主的環境保全活動の体系 

表３ 近年の環境法規制とエコビジネスの例

資料：平成 14 年版環境白書より 
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２．環境ビジネスの振興に向けた課題と施策 
（１） 情報交換・整備 

① 環境省と企業等との意見・情報交換の場の設置 
【基本的考え方】 

６回にわたって開催された環境ビジネス研究会は、環境省内部の研究会との

位置付けでしたが、省内の意識改革に留まらず、講師として参加された企業か

らも環境省への提言、交流の場となったとの評価をいただきました。研究会で

は、参加企業から、情報交換の機会が不足している、国の環境ビジネス振興施

策が不明瞭などの指摘があり、環境ビジネスの振興に向けて、こうした意見交

換の場を引き続き設け、取組を効果的に発展させることが重要な課題となって

います。 

【今後の施策展開】 
このため、環境省は、本年 9 月以降研究会を再開し、環境ビジネスを展開す

る中小企業及びベンチャー企業の経営者等を講師に招き、環境ビジネスの実情

や課題、行政への要望等についての率直な意見交換・貴重な情報交換を通じて

今後の施策に反映させていきます。 

さらに、平成 15 年度には、研究会を発展的に解消し、企業のみならず消費者・

ＮＰＯと連携して恒常的な意見交換を行う場として「環境ビジネス協議会」を

設置する予定です。協議会の構成員は、積極的に環境ビジネスを展開している

企業、消費者の視点からグリーンコンシューマー運動などの環境保全活動を展

開しているＮＰＯ等が考えられ、協議会での議論を通じて恒常的な情報交換を

行う中で、今後の環境ビジネスの具体的、効果的な振興策を検討していきます。 

 

 

図５ 環境ビジネス協議会イメージ図 

 

            環境ビジネス協議会 

       

      

        消費者           NPO 

 

          環 境 ビ ジ ネ ス 研 究 会      

 

 

          産     官     学 
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② 環境ビジネスに係る調査・研究の充実 
【基本的考え方】 

現状では、エコプロダクツについての市場のニーズが不透明な中でエコプロ

ダクツを販売、提供しており、その解消のためには、市場規模や投資に係る基

礎情報を整備し提供することが必要との指摘があります。環境ビジネスを今後

一層振興していくためには、個別の振興施策の実施と同時に、個別のビジネス

分野の基礎となる市場規模の動向等の調査を実施し、実際に情報の提供を積極

的に行うことにより企業等の環境ビジネスへの参入を支援していくとともに、

環境ビジネスへの投資を促進するための基盤整備を進めることが必要です。 

【今後の施策展開】 
 第１章でも紹介したとおり、環境省では平成 12 年に「我が国のエコビジネス

の市場規模及び雇用規模の推計結果」を公表しました。他にも様々な推計がな

されてきましたが、この数年間で環境に関する認識が深まってきたことや環境

ビジネスとして捉えるべき領域に変化が生じてきていること等を踏まえ、国内

の環境ビジネスに関する市場規模及び雇用規模について詳細な調査を平成14年

度に実施します。本調査においては、前回調査と今回調査時における環境ビジ

ネスの捉え方について、欧米等の諸外国での環境ビジネスの捉え方を参考にし

てその違いを明確にし、「環境ビジネス」の範囲をより適切に設定します。併せ

て、環境ビジネスの普及によって、例えば CO2 排出削減効果など環境負荷低減

効果の予測など、環境ビジネスの市場規模予測とリンクした環境負荷低減予測

についても調査対象に入れることを検討します。さらに、本調査で得られた市

場規模やその推計結果については、国内はもちろん、海外へもインターネット、

国際会議、マスメディア等を通じて積極的に情報発信していきます。また、平

成 15 年度には、アジア地域を中心とした海外の環境ビジネスの市場規模につい

ても調査を実施します（調査の内容は「（４）海外への環境ビジネスの積極的な

展開」に後述）。 

さらに、環境ビジネスへの投資を促進するため、平成 13 年度に実施した国内

外の金融機関等の取組を調査した「金融業における環境配慮行動に関する調査

研究」に続き、平成 14 年度には環境に配慮した金融商品に対する市場のニーズ

について投資家や預金者等の視点から調査研究を行います。平成 15 年度には、

これらの調査研究の成果を踏まえて、融資業務、投資業務、保証業務の視点か

らどのような環境配慮が市場のニーズに合致し、どのような環境配慮手法が有

効な手法であるかを提示するとともに、「ＵＮＥＰ ＦＩ（国連環境計画ファイ

ナンスイニシアティブ）環境と経済の調和を目指した東京総会」の機会を活用

して、わが国の金融業界における取組について情報発信していきます。このよ

うな取組により、金融業界の自主的な環境配慮行動を促進し、環境配慮型金融
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市場の育成を図り、環境配慮型の金融ビジネスの積極的な展開を後押しすると

ともに、こうした金融界の取組を通じて、産業界における取組の促進にもつな

げていきます 
 
（２） エコプロダクツの市場形成、普及促進 

① エコプロダクツの開発促進（環境技術力の強化） 
【基本的考え方】 

 自動車や太陽光発電については、これまでの環境対策の進展が国内での技術

開発を促し、わが国の企業が世界でトップレベルの技術力を誇ることとなる一

方、風力発電などの分野では他国に比して十分な施策の強化が図られず、例え

ばデンマークがいち早く国を挙げての開発・販売に取り組み、世界市場の 4 割

のシェアを確保しています。また、地球温暖化対策や自動車排ガス対策の強化

に向けた世界的な流れの中で、燃料電池については、世界の巨大企業が共同開

発に取り組む一大プロジェクトになっています。わが国においては、平成 22 年

に 1 兆円の市場が誕生することが見込まれ、年内には世界に先駆けて燃料電池

自動車が市販されることが公表されました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 市場のグローバル化が進む中、先行企業の開発した技術が世界で大きなシェ

図６ 太陽光発電パネル及び風力発電機の国内生産シェア 

図７ 図７ 燃料電池の導入目標と市場規模 
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アを獲得している事例が見られますが、環境問題が世界共通の課題となってい

ることから、今後規模の拡大が予想される環境対策に関連する市場においても、

わが国の技術の優位性をさらに高めることが必要です。また、先進的なエコプ

ロダクツを生み出す技術力の強化とともに、途上国が直面することになる公害

防止、リサイクル等の環境保全技術の向上も必要です。このためには、技術開

発の支援策、新技術の導入促進策等のインセンティブの付与が必要との強い指

摘があり、環境技術の開発・普及の促進のために一層の施策展開を図らなけれ

ばなりません。 

 このため、まず、環境技術の促進のための基盤整備を進め、民間における環

境技術の積極的な開発促進を図ります。 

【今後の施策展開】 
既に実用段階にありながら環境保全効果等についての客観的な評価が行われ

ていないために普及が進んでいない先進的環境技術について、開発した企業等

から公募し、第三者機関がその環境保全効果等について客観的な実証を行う事

業の試行的な実施を目指します。 

また、ナノテクノロジーを活用した環境技術として、携帯電話型環境モニタ

リング機器や有害物質等の健康・生態影響を迅速・正確に評価できる「環境チ

ップ」などの開発プロジェクトの実現を目指します。 
さらに、研究者個人、地方公共団体、大学、民間企業等が行うバイオマス循

環利用技術システム等の有望な環境技術の開発を対象に、助成制度の拡充を図

りその積極的な支援を行います。 

この他、現在議論されている試験研究税制の見直しにおいて、環境研究・環境

技術開発を含む試験研究費について税制優遇措置の拡充を目指します。 

 さらに、より環境に配慮したエコプロダクツの開発へ向けてさらなるインセ

ンティブを持たせるため、平成 15 年度に、画期的なエコプロダクツの顕彰制度

として、優秀なエコプロダクツの製造者である企業を表彰するエコプロダクツ

大賞を設け、内外へ向け情報発信します。また、エコプロダクツについて格付

けを行いその差別化を図る仕組み（例えば、低公害車格付け制度の創設など）

を整備することを目指します。 

 
② エコプロダクツ市場の活性化（普及促進、市場開拓施策） 
【基本的考え方】 

通常の事業活動や日常生活による環境負荷を低減し、経済社会活動全体を環

境にやさしいものへと変えていくためには、事業活動や日常生活において利用

する製品・サービスをより環境にやさしいものへと変えていくことが重要です。

このため、エコプロダクツの市場を充実させる必要があります。しかしながら、
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エコプロダクツについては、供給側からは、需要サイド側の関心・取組が必ず

しも高いとは言えず、せっかくエコプロダクツを市場に投入してもその購入は

あまり進まず、必ずしも売り上げの増加につながらないとする意見がある一方、

需要サイドである消費者等の側からは、エコプロダクツは積極的に導入したい

ものの必ずしも求めているエコプロダクツが市場に出回っていないとの指摘も

なされています。したがって、エコプロダクツ市場においては、両サイドの取

組のミスマッチを解消し、需要サイド・供給サイド双方の取組を一体的に進め

ることが必要です。 

【今後の施策展開】 
需要サイドへの様々な働きかけによりエコプロダクツの需要拡大を積極的に

図り、供給サイドにおけるエコプロダクツの開発・販売へのインセンティブを

高めるため、国等の機関によるグリーン購入対象品目について、提案募集を実

施し、これを参考としつつ検討を進め、一層の拡大を図ります。特に、消費に

おけるサービスの占める重要性の拡大という大きな動きについても注目し、モ

ノだけでなくグリーン物流等のサービス分野を国等の機関によるグリーン購入

の対象品目へ追加することを検討します。また、国等の機関を中心とするグリ

ーン購入の効果の分析、評価を行い、その結果を明らかにすることにより、更

に効率的かつ効果的にエコプロダクツへの需要、供給の転換を図ることが必要

です。 

公的部門における地域に根ざした取組が期待される地方公共団体の役割も重

要であり、グリーン購入に係る調達方針を策定していない地方公共団体に対し

ては、国や先進的な地方公共団体における取組、エコプロダクツに関する情報

提供の拡充を図ることなどにより、その早期策定を支援します。 

また、開発・販売されたエコプロダクツに関する様々な情報が需要サイドに

浸透するよう、情報提供の一層の拡充・強化を図ることとし、エコプロダクツ

やエコプロダクツの情報源となる環境ラベルに係る情報データベースの充実を

図ります。 

さらに、エコプロダクツの普及促進に向けた一層のインセンティブ付与を図

るため、自動車グリーン化税制その他の税制上の措置等の創設･拡充を目指しま

す。 

供給サイドと需要サイドとの間の双方向の対話を促進し、供給サイドの取組

と需要サイドの取組が一体となった取組の促進を図るため、個別具体的なエコ

プロダクツの開発・普及に向け、メーカーとユーザーが一体となった具体的な

情報・意見交換を進める場の整備を進めます。例えば、「環の国くらし会議分科

会」を通じて検討･発信された情報を踏まえた「モノづくりと普及」を具体的に

議論し、製品化や購入促進活動を実践する場として、「環のくらしプロダクツ開
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発・普及フォーラム」を創設し、「環のくらしブランド」の製品情報の発信、定

期的な雑誌の発行、シンポジウムの開催等を行うことを目指します。 

 
（３） 地域資源を活用した環境ビジネスの振興 

【基本的考え方】 
環境ビジネスの普及振興は、地域の経済活性化という視点から見ても重要な

役割を担っています。地域において、その経済の発展を図りながら資源循環を

確立するためには、地域の個性を踏まえながら、住民、ＮＰＯ、産業、研究者、

行政等の多様な主体の協働により、多品種少量生産技術や静脈産業技術などを

活用して、地域の産業構造を転換していくことが必要です。地域の産業構造を

転換し、環境ビジネスを地域に密着した形で振興していくためには、国からの

トップダウン的な施策ではなく、むしろ各地域に根ざした取組を国として支援

していくというアプローチをとることが重要です。 

【今後の施策展開】 
農林水産省、環境省などは共同して「バイオマス・ニッポン総合戦略」を本

年中に策定し、温暖化対策循環型経済社会に役立つバイオマスの利活用につい

ての総合的ビジョンを提示することにしており、これに基づき地域の実情に応

じた地域発のバイオマス利活用システムの構築を図ります。 

地球温暖化対策推進法に基づく地域協議会を核とした温暖化対策モデル事業

（バイオマス利用の新しいエネルギー供給・利用システム等推進など）として、

畜産廃棄物のメタン発酵による公共施設への利用事業、生ごみのメタン発酵に

よる公共施設等への利用事業、木質バイオマス利用促進事業等を設定し、地方

公共団体に対する補助制度の拡充を図り、地域ぐるみの取組を推進する仕組み

の構築を目指します。 

また、温室効果ガス排出量の抑制に資するごみメタン回収施設の整備を促進

するため、現行の集中型（１施設で１日処理量５t以上）に加えて、新たに、電

力の消費地近くに設置することにより発電した電力の送電コストを削減できる

分散型（複数の施設の合計で１日処理量５t以上）の施設についても補助対象へ

の追加を図ります。 

さらに、サービス部門の環境ビジネスとしては、自然指向の高まりにより、

ニーズの拡大が期待される環境保全型自然体験活動（エコツーリズム）につい

て、従前の西表島における取組の成果を踏まえ、国立公園のモデル地域におけ

るその推進事業のあり方の検討を行い、地域資源の宝探し・ガイドラインの検

討・人材育成等を通じてその普及を図るものとします。 

これらを通じて、地域に根ざした個別具体の環境ビジネスプロジェクトにつ

いて、その推進を積極的に支援していきます。 
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（４）海外への環境ビジネスの積極的な展開 

【基本的考え方】 
 急速に人口増加と経済発展が進み、環境負荷の増大が懸念されるアジア地域

においても、環境ビジネスの果たすべき役割は極めて重要であると言えます。

かつて深刻な公害を経験し、克服してきた歴史を持つわが国としては、これま

で培ってきた公害防止技術や公害防止の第一線で活躍してきた様々な人材を最

大限活用し、アジア地域における環境保全の取組に貢献するとともに、当該地

域でのわが国の企業による環境ビジネスの展開を積極的に推し進めなければな

りません。 

また、公害防止技術にとどまらず、わが国の先進的なエコプロダクツについ

ても、アジア地域においてその普及が十分に進んでいるとは言えず、今後、積

極的に日本発のエコプロダクツの普及を進め、アジア地域における持続可能な

社会づくりというより幅広い観点からも、積極的にわが国の環境ビジネス産業

を活用していくことが必要です。 

【今後の施策展開】 
 平成 15 年度には、アジア地域を中心とした海外環境ビジネスの市場規模調査

を行い、アジア諸国における環境ビジネスのニーズを探り、その結果を幅広く

事業者に提供するとともに、わが国の環境技術情報・エコプロダクツ情報に係

るアジア地域を始めとする世界各地への情報発信を積極的に進めます。調査項

目は、平成 14 年度に実施する国内の市場規模調査（「（１）情報交換・整備②環

境ビジネスに係る調査・研究の充実」を参照）に準拠するものとし、内外の市

場規模等の比較についても詳細に検討します。 

また、世界各地への情報発信の場を極力活用し、特に不足が指摘される英語

での情報発信を拡充します。具体的には、平成 15 年度に予定されている日中韓

環境産業円卓会議、エコアジア等の国際会議において、エコプロダクツ大賞受

賞製品等の先進的な環境ビジネスの取組について詳細な情報提供を行うととも

に、政府の取組としてわが国のグリーン購入法のスキームについてのノウハウ

の移転を図ります。 



 

 
－15－ 

 

お わ り に 

 

 環境ビジネスを振興し、環境と経済の統合を図るためには、第２章で述べた

施策の確実な実施はもちろんのこと、消費者である国民、サービスや製品の供

給者である民間企業、専門性を有するＮＰＯ、地域における施策の推進主体で

ある地方公共団体、そして政府が、互いの情報を提供しつつ協力関係を築いて

いくことが何よりも望まれます。 

 環境省としては、この報告書を受けて、環境ビジネスの振興に向けて積極的

な施策展開を図ることとしておりますが、本年 9 月以降改めて本研究会を再開

し、引き続き、環境産業の振興に向けた施策の在り方について検討を進め、今

後とも一層の施策展開を目指していきます。 

 


